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専門分野 都市計画（土地利用制度）

都市と農村の土地利用計画制度
最近の研究

都市部での制度研究
◆開発に関する制度
市街化調整区域での規制緩和の取組み事例、
とその影響・・・

農山村地域での制度研究

◆都市計画区域・地域地区制度
市町村合併後の都市計画区域再編の取組み、
立地適正化計画など人口減少下での都市計
画制度のあり方・・・

◆自然公園法制度
再生可能エネルギー開発と関係、景観法との
連携、自然公園区域再編のあり方・・・

◆国土利用計画制度
土地利用基本計画の５地域制度、市町村国土利用計画、土地利用関連の条例

市街化調整区域
での開発

本研究会での論点※で話題提供すると・・・

論点2 地域計画としての総合的な空間計画のあり方

◆立地適正化計画の成果・可能性/課題・限界の検討

※昨年12月27日研究会

◆計画の実効性を担保する土地利用行政・規制制度

宇都宮市の立地適正化計画（その1）
北九州市での都市計画ＭＰ（その2）

先行策定都市の誘導区域からみた疑問点

自己紹介

専門分野 都市計画（土地利用制度）

都市と農村の土地利用計画制度
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◆立地適正化計画の成果・可能性と課題・限界の検討

市街化区域・用途地域

地方都市の用途地域の内外で課題を考える

◆立地適正化計画の成果・可能性と課題・限界の検討（用途内）

○公共交通のサービス水準の低い地方都市での拠点・誘導区域
■基幹的なバス路線が乏しい
■停車本数が少ない駅は拠点になりえない

市街化区域・用途地域

上越市立地適正化計画
サービス水準の低い路線も誘導区域指
定基準にせざるを得ない
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市街化
区域

工業系
用途地域

◆立地適正化計画の成果・可能性と課題・限界の検討（用途内）

○公共交通のサービス水準の低い地方都市での拠点・誘導区域
■基幹的なバス路線が乏しい
■停車本数が少ない駅は拠点になりえない

市街化区域・用途地域

上越市立地適正化計画
サービス水準の低い路線も誘導区域指
定基準にせざるを得ない
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市街化
区域

工業系
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◆立地適正化計画の成果・可能性と課題・限界の検討（用途内）

○居住誘導区域外はどうなるの？

市街化区域・用途地域

金沢市立地適正化計画
公共交通を重視して誘導区域を指定

「市街化区域》》》居住誘導区域」

居住誘導
区域

工業系
用途地域

市街化
区域

居住誘導区域外
→「一般居住区域」
追加インセンティブは講じない
が、居住を維持する施策は従
来通り

基盤整備地を中心とした市街地更新
健康福祉/子育て環境の整備
地域活動支援

：
：



◆立地適正化計画の成果・可能性と課題・限界の検討（用途内）

○見直しを前提とした計画策定

補助金交付など策定スケジュールの制約

市街化区域・用途地域

○中長期的な視点での行政サー
ビス（サービスの選択的運用）に
関する議論や説明が不十分なま
ま計画制度が先行

今の水準で都市インフラを維持
できるのか？、除雪対策事業を
維持できるのか？
財政難であれもこれも永遠に面
倒見きれない！！

次期線引き見直しや個別の施設計画とあわせて誘導区域
（立地適正化計画）を見直す

⇒何のための立地適正化計画なの？

⇒八方美人

◆立地適正化計画の成果・可能性と課題・限界の検討（用途外）

○用途地域外にある市街地（非線引きの郊外型SC、病院、住宅
団地等）や拠点の取扱い

市街化区域

市街化調整区域

用途地域（非線引き）

非線引き白地地域

都市計画区域外

◆立地適正化計画の成果・可能性と課題・限界の検討（用途外）

○用途地域外にある市街地（非線引きの郊外型SC、病院、住宅
団地等）や拠点の取扱い
都市計画法上の市街地としないエリアを誘導区域とすることは妥
当か？ そもそも立地適正化計画で取組むべき対象なのか？

○届出勧告制度による緩やかな
制限（用途内も含めて）

⇒計画自体の実効性を規制
制度で担保する施策なし

本研究会での論点※で話題提供すると・・・

論点2 地域計画としての総合的な空間計画のあり方

◆立地適正化計画の成果・可能性と課題・限界の検討

※昨年12月27日研究会

◆計画の実効性を担保する土地利用行政・規制制度

立地適正化計画制度では既存の法定都市計画制度に
頼らざるを得ない

先行策定都市の誘導区域から

★非線引きの都市⇒居住調整地域の指定

★線引きの都市⇒開発許可制度の見直し

（青森県むつ市で指定済み、群馬県吉岡町
で指定を検討）



◆計画の実効性を担保する土地利用行政・規制制度

市街化区域（市街化を促す区域）

市街化調整区域
（市街化を抑制する区域）

立地適正化計画と反する制度運用で
あれば見直す必要があるのでは？

線
引

き

1. 日常生活上必要な物品の販売、加工、修理を営むための店舗等施設。
2. 鉱物資源、観光資源の有効利用上必要な施設。
3. 温度湿度等の特殊条件を必要とする施設。
4. 農林漁業用施設又は農林水産物の処理、貯蔵、加工施設。
5. 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の促進に関する法律に

よる所有権移転等促進計画に従って行なわれる農林業等活性化基盤施設。
6. 中小企業団地等、中小企業共同化、集団化に寄与する工場、店舗等の施設。
7. 市街化調整区域内の既存工場と密接な関連（生活活動上）のある工場等の施設。
8. 火薬類取締法に規定する火薬庫等の施設。
9. 道路の円滑な交通を確保するために適切な位置に設けられる給油所・ドライブイン

等の施設。
10.地区整備計画又は集落地区整備計画が定められている区域で行うもので、当該地区

計画の内容に適合するもの。
11.
12.
13.線引き後５年以内に着手する自己用のもの
14.開発審査会の議を経たもの。（分家住宅等の地縁・血縁者の施設などの定型的な開

発行為）

市街化調整区域で例外的に許容される開発
都市計画法34条（立地基準）

？ ？ ？→開発許可条例で定めた区域及び施設

3411区域、3412区域内で一定の要件を満たす建築物は
市街化調整区域でも立地ＯＫ

3411区域のイメージ

都市計画法では・・・
市街化区域に隣接し、又は近接し、かつ、自然的社会的諸条件から市街化
区域と一体的な日常生活圏を構成していると認められる地域であっておお
むね五十以上の建築物が連たんしている地域のうち、政令で定める基準に
従い、都道府県※の条例で指定する土地の区域内において行う開発行為で、
予定建築物等の用途が、開発区域及びその周辺の地域における環境の保全
上支障があると認められる用途として都道府県※の条例で定めるものに該
当しないもの

市街化区域

市街化調整区域

近隣接した市街化区域と
の一体的な生活圏

連たんしていない

連たんして
いる

50以上

開発許可条例で調整区
域内を緩和しつづける
ことと矛盾？

3411

3412 3411

3411

3411

3411

都市再生特別措置法都市計画法 矛盾？



同じく立地適正化計画を策定した宇都宮市では
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H27までに、2182件（うち
専用・兼用住宅は2137
件）の自己用行為が
3411条例により許可

3411条例による開発許可推移

　　開発許可件数(件)←左軸
　　開発許可件数(件)←左軸

　　開発許可面積(ha)←右軸

注)建築許可を除く

宇都宮市の条例で許容
される建築物
50以上の建築物が連担
する区域内の

戸建の専用、兼用住宅

自己の居住用のみ
で分譲住宅は×
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Ｈ30.3
Ｈ30.4

• NCCビジョン方針打ち出し
（ネットワーク型コンパクトシティ形

成ビジョン）
• 計画策定に向けた取り組みを
開始

• NCCビジョン策定
• 「保全の方針」素案公表
• 都市機能誘導区域設定

• 「保全の方針」改訂
• 保全の方針に基づき条例改正
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• NCCビジョン方針打ち出し
（ネットワーク型コンパクトシティ形

成ビジョン）
• 計画策定に向けた取り組みを
開始

• NCCビジョン策定
• 「保全の方針」素案公表
• 都市機能誘導区域設定

• 「保全の方針」改訂
• 保全の方針に基づき条例改正

保全の
方針

開発許可条例

⽴地適正
化計画

NCCビジョン

即す

連携連携

① 上位概念に基づいて、調整区域
の土地利用方針「保全の方針」
が策定

② 立地適正化計画と開発許可制度

が連動

即す 即す

立地適正化計画との矛盾を避ける対応

立地適正化計画の策定を契機として、3411条例自体を廃止

立地適正化計画での拠点

市街化調整区域の整備及び保全の

方針で調整区域での
地域拠点を設定

3411条例は廃止するが、地域拠点
や小学校周辺等を中心に調整区域
地区計画の運用を促す

立地適正化計画との矛盾を避ける対応

高齢者向け住まいの定員数の推移

出典：厚生労働省老健局高齢者支援課資料より(Ｈ27.3)

有料老人ホーム
387,666人

急速に進む高齢化社会と、それに呼応した様々な福祉施策の拡充を受けて、
高齢者向け住まいの立地が増加

有料老人ホームの開発許可制度を見直した北九州市

◆計画の実効性を担保する土地利用行政・規制制度（その2）



容積率制限の緩和（地下室床面
積不算入等）

有料老人ホームの設置の拡充に関わる主な施策

厚生労働省関係 国土交通省関係

ゴールドプラン（1988）
新ゴールドプラン(1994)

介護保険制度施行(2000)

老人福祉法改正(2006)

改正高齢者住まい法(2011)

有料老人ホームがビジネスモデルに

老人ホームを増やそう！！

サービス付き高齢者向け住宅の制度化

定員要件等の撤廃

改正建築基準法（2014）

改正開発許可運用指針（2011）
一定の要件を満たすサービス付き高齢
者向け住宅を有料老人ホームと同定義

旧建設省通達（1986）

建設省経民発第33号局長通達及び同発第34号室長通達

知事指定区域内の予定建築物（大規
模既存集落内分家住宅、インターチェ
ンジ周辺の流通業務施設等）と同様に、
調整区域内での許可をやむを得ない
施設のひとつに

有料老人ホームを規定！！

需要が増している「高齢者向け住まい」への対応

規定済＝95自治体
有料老人ホーム基準を

開発審査会設置自
治体の審査会付議
基準上で規定

有料老人ホームに関する現在の開発許可制度での位置づけ

未規定＝48自治体

開発許可制度運用指針上で開発審査会付議対象施設として規定

介護保険制度施行(Ｈ12) 後に急増

全国の施設数推移
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特別養護老人ﾎｰﾑ
有料老人ﾎｰﾑ

厚生労働省「社会福祉施設等調査」（特
別養護老人ホームの平成12年以後は同省
「介護サービス施設・事業所調査」）よ
り集計。年次により調査手法等が若干異
なる点に留意する必要がある。

特別養護老人ホームを上回る

Ｈ27.12現在

10,784施設(全国)

7,834施設（線引き都市計画区域）

市街化区域

6,947施設

市街化調整区域 887施設

市街化調整区域での有料老人ホームの立地動向 市街化調整区域での有料老人ホームの立地動向

開発審査会基準で有料老人ホーム基準を定めていなくても
調整区域に立地

調整区域への立地依存度
線
引
き
都
市
へ
の
立
地
依
存
度

線引き都市での立地率が低いにも拘らず、調整区域に立地依存
→群馬79施設42.9％、三重29施設31.2％、佐賀26施設38.2％



群馬県内の線引き都市計画区域での有料老人ホームの分布
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病院or特養1km以遠

調整区域有料老人ﾎｰﾑ

市街化区域有料老人ﾎｰﾑ
病院or特養2km以遠

調整区域市街化区域※
H27は12月
までの実績

※線引き都市計画区域外は用途地域

有料老人ホーム基準を規定する自治体（群馬県）
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H27は12月
までの実績

市街化調整区域内外での
立地推移

未規定でも案件の内容を精査、斟酌して開発審査会へ付議する、
又は他の基準で許可し得る ⇒立地容認型

→なぜ審査会基準で規定しないのか？

基準を規定しない理由

23 2 12 9 11

0% 50% 100%

23 2 12 9 11

0% 50% 100%

申請内容を精査、斟酌して
開発審査会の付議案件とす
る場合があるため

施設の性格上、調整区域での立地が不適当と判断されるため

他の許可基準や別の審査会基準により許可し得ると考えるため

政策上の観点から調整区域での立地が必要と認められないため

その他その他

n=47

立地抑制
を意図し未
規定

調整区域での立地を否定的に捉えてあえて未規定
⇒立地抑制型

大きくは以下２パターンに区分

規定済＝95自治体
有料老人ホーム基準を

未規定＝48自治体

有料老人ホーム基準を規定しない自治体

基準を規定しない理由とは？

立地抑制型（神奈川県と同県内審査会設置市）
市街化区域で立地すべきと判断して審査会基準上で規定せず

市福祉計画との整合
（四日市市）

老人福祉法改正によ
る施設増への対応
（札幌市）

その他施設の性格からし
て不適切
（北九州市、千葉市など）

有料老人ホーム基準を規定しない自治体
都市計画MPで決
めた事項を遵守

出典：北九州市都市マス(H15)

まちなか重視を謳う方針との
整合を図る意味で、市街化調
整区域での開発調整に言及

都市マスとの整合を図るた
めにも、市街化調整区域で
の開発許可制度を見直す

計画行政サイド

開発行政サイド

多数が入居する有料
老人ホームの調整区
域立地は不適当
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こんな状態では立地適正化計画
どころではない！！

都市計画MPの施策を
開発行政に反映


